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事 業 報 告
(自平成22年10月１日 至平成23年９月30日)

１. 企業集団の現況に関する事項

　(１) 事業の経過および成果

　主力事業に関連する携帯電話市場は、平成23年３月期にスマートフォン出荷台数が855万台（前期比約3.7

倍）と拡大しました。これは総出荷台数の22.7％（前期6.8％）を占め、今後もさらにスマートフォン端末

が普及することが予測されます（※）。

　上記に伴い、当社ではスマートフォン向けモバイル・コンテンツ市場の急拡大を見込み、他社に先駆けて

スマートフォン向けサービスの展開に注力しました。

　音楽系コンテンツでは、スマートフォンでの配信楽曲獲得を進めたほか、オンデマンドストリーミング配

信のサービスを新たに開始しました。

　健康情報では、スマートフォンに訴求したテレビCMを実施するとともに、フィーチャーフォンからスマー

トフォンへ移行してもユーザーの蓄積データを引き継げる環境を整備しました。

　以上より、スマートフォン向けサービスの有料会員数は順調に拡大し、平成23年９月末で73万人（前期末

比73万人増）となりました。

　一方、フィーチャーフォン向けサービスにおいては、占いやデコレーションメールで年末年始の最大需要

期に積極的なプロモーション活動を実施し、有料会員数の拡大に成功したものの、フィーチャーフォンから

スマートフォンへの移行の影響で有料会員数は減少傾向が続いたことにより、平成23年９月末で821万人

（同117万人減）となりました。

　これらの結果、スマートフォン向けサービスの有料会員数は増加したものの、それ以上にフィーチャーフ

ォン向けサービスの有料会員数が減少したため、平成23年９月末の有料会員数合計は894万人（同44万人減）

となりました。

　売上高は、当第２四半期までの有料会員数の拡大が寄与し、32,342百万円（前期比4.9％増）となりまし

た。売上総利益は、増収効果のほか、音楽系コンテンツのダウンロード数低下や健康情報など原価率の低い

サービスの会員構成比率拡大に伴う売上原価率の低下により24,770百万円（同10.5％増）となりました。

　営業利益、経常利益については、販売費及び一般管理費のうち主に人件費や外注費、減価償却費が増加し

ましたが、売上総利益の増益により吸収し、それぞれ3,702百万円（同18.2％増）、3,692百万円（同17.9％

増）となり、６期連続で過去最高益を更新しました。

　当期純利益については、税金等調整前当期純利益が増益であったものの、連結子会社の赤字が続き実質的

な法人税の負担割合が増加したため、1,797百万円（同1.5％減）となりました。

（※）出典：株式会社MM総研
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　(２) 対処すべき課題

　 ① マーケティング力の強化

　携帯端末の進化や、モバイル・コンテンツの利用世代の拡大により、お客様のニーズも常に変化し、多

様化しています。このような動きを適切に捉え、顧客満足度の高いコンテンツを提供する上で、マーケテ

ィング力を高め続ける体制の構築が重要であると認識しています。

　このため、当社ではマーケティング部門の組織体制の強化を推進するとともに、専門的スキルを持った

人材の強化と社内研修体制の充実による人材の教育・育成を促進し、当社の強みである「マーケティング

力」のさらなる強化を図っています。

　 ② 品質管理力の強化

　お客様に継続的にモバイル・コンテンツをご利用いただくためには、マーケティングリサーチから汲み

取ったお客様のニーズを実際のサイトに反映することはもちろん、満足してもらえる品質と品揃えで提供

することが求められ、高い品質管理体制の構築が重要であると認識しています。

　このため、当社のコンテンツ素材の制作現場では、全ての制作工程についてその手順と品質基準を明確

化し管理徹底するとともに、人材の教育・育成、PDCA活動による改善を継続的に行いながら、高品質なコ

ンテンツ素材を効率的に制作する体制の構築を追求しています。

　 ③ 開発力の強化

　携帯端末の高機能化、通信インフラの高速化・大容量化により、モバイル・コンテンツは今後さらに付

加価値の高いサービスの提供が可能になると考えられます。将来にわたりお客様から支持されるには、質

の高い技術開発体制の構築が重要であると認識しています。

　このため、技術環境の変化に迅速かつ機動的に対応するためにアジャイル開発を取り入れるとともに、

スキルの高い人材の確保ならびに教育・育成に注力し、開発要員の技術レベルの底上げを図ります。ま

た、オフショア開発の促進を図り、品質が高く効率的な開発体制の構築を推進しています。

　 ④ デザイン力の強化

　スマートフォン向けサービスでは、コンテンツの操作性の充実やより高度な表現がさらに可能になると

考えられます。お客様が利用されるサービスを選択する際に非常に重要なポイントになるので、質の高い

デザインを提供する体制の構築が重要であると認識しています。

　このため、ユーザーインターフェースの研究およびお客様に好まれるデザインの研究を推進するととも

に、スキルの高い人材の確保ならびに教育・育成に注力し、より高品質なデザインを提供できる体制の構

築を推進しています。

　株主の皆様におかれましては、一層のご指導、ご鞭撻を賜りますようお願い申し上げます。
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　(３) 資金調達の状況

　該当事項はありません。

　(４) 他の会社の株式その他の持分または新株予約権等の取得または処分の状況

　平成22年11月26日に、Jibe Mobile株式会社が実施した第三者割当増資を引受け、株式を取得（持分

51.7%）し、連結子会社化しました。また、平成22年12月27日に既存株主から株式および新株予約権を取得、

同日に当該新株予約権を行使し、持分は84.6%となりました。

　(５) 設備投資の状況

　当期の設備投資の総額は1,702百万円であり、主な内容はソフトウエアで1,633百万円となっています。

　(６) 財産および損益の状況

(単位：千円)

区 分 第 13 期 第 14 期 第 15 期 第 16 期

売 上 高 21,615,089 25,732,891 30,836,621 32,342,204

経 常 利 益 1,675,564 2,177,990 3,132,665 3,692,360

当 期 純 利 益 563,297 1,669,553 1,824,916 1,797,757

１株当たり当期純利益(円) 4,086.52 12,446.91 13,630.48 13,447.41

総 資 産 10,758,982 12,557,417 15,091,391 15,881,758

純 資 産 5,385,537 6,807,080 8,259,361 9,670,935

１ 株 当 た り 純 資 産 ( 円 ) 39,567.06 50,227.79 60,929.15 70,973.21

(注) １株当たり当期純利益は、期中平均株式数（自己株式数を控除した株式数）により算出しています。１株当たり純資産は、期
末発行済株式数（自己株式数を控除した株式数）により算出しています。

(７) 重要な子会社の状況

　 ① 重要な子会社の状況

名 称 資 本 金 議決権比率 主要な事業内容

株 式 会 社 テ ラ モ バ イ ル 10,000千円 100.00％ 広告代理店等をおこなっています。

J i b e M o b i l e 株 式 会 社 310,000千円 84.56％ ソフトウエア開発等をおこなっています。

　 ② 企業結合の経過および成果

　当期の重要な子会社は２社であり、連結売上高は32,342百万円（前期比4.9％増）、連結当期純利益は

1,797百万円（同1.5％減）となりました。
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(８) 主要な事業内容

　当社は、コンテンツ配信事業を事業内容としています。

(９) 主要な事業所

　 本 社 ： 東京都新宿区

(10) 従業員の状況

区 分 従 業 員 数 前 期 末 比 増 減

男 性 490名 100名増

女 性 209名 45名増

合 計 699名 145名増

(注) １. 従業員数には臨時従業員は含まれていません。
２. 当期中における臨時従業員の平均雇用人数は137名です。

(11) 主要な借入先

借入先 借入残高(千円)

株式会社みずほ銀行 150,014

株式会社三井住友銀行 149,300
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２. 会社の状況に関する事項

　(１) 株式に関する事項

① 発行済株式総数 133,688株

(注）発行済株式総数変動事由の概要
　 減少数の主な内訳は、次のとおりです。
　 会社法第178条の規定による自己株式の消却による減少 700株

② 株 主 数 6,263名（前期末比971名増加)

③ 大 株 主

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

前 多 俊 宏 29,314株 21.93％

株 式 会 社 ケ イ ・ エ ム ・ シ ー 25,240株 18.88％

日 本 ト ラ ス テ ィ ・ サ ー ビ ス 信 託 銀 行 株 式 会 社 4,313株 3.23％

ステート ストリート バンク アンド トラスト カンパニー 505223 2,503株 1.87％

ステート ストリート バンク アンド トラスト カンパニー 505041 1,700株 1.27％

株 式 会 社 昭 文 社 1,680株 1.26％

メロン バンク エヌエー アズ エージェント フォー イッツ クライアント メロン オムニバス ユーエス ペンション 1,619株 1.21％

日 本 マ ス タ ー ト ラ ス ト 信 託 銀 行 株 式 会 社 1,509株 1.13％

ノーザン トラスト カンパニー エイブイエフシー リ ユーエス タックス エグゼンプテド ペンション ファンズ 1,462株 1.09％

シービーエヌワイ プリンシパル ライフ インシュアランス カンパニー 1,280株 0.96％

　 ④ その他株式に関する重要な事項

　 自己株式の消却について

　当社は、平成22年11月４日の取締役会において、当社が開催日現在保有している自己株式について、全

株式を消却することを決議しました。なお、詳細は次のとおりです。

・自己株式の消却理由

　取得した自己株式については、原則として消却する方針であるため、この方針に基づき、全株式を消却

しました。

・消却の内容

(平成22年11月４日開催の取締役会の決議)

消却する株式の種類 当社普通株式

消却する株式の総数 700株

消却日 平成22年11月15日
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　(２) 会社の新株予約権等に関する事項

　 ① 当期末日に当社役員が有する新株予約権等の状況

第12回新株予約権

新株予約権を有する者の人数 当社取締役 ２名

新株予約権の数 　 200個

目的となる株式の種類および数 普通株式 200株

新株予約権の発行価額 無償

新株予約権の行使価額 153,200円

新株予約権の行使期間
平成23年３月１日から

平成26年９月30日まで

第14回新株予約権

新株予約権を有する者の人数 当社取締役 ７名

新株予約権の数 　 200個

目的となる株式の種類および数 普通株式 200株

新株予約権の発行価額 無償

新株予約権の行使価額 185,104円

新株予約権の行使期間
平成24年４月１日から

平成27年９月30日まで

第15回新株予約権

新株予約権を有する者の人数 当社取締役 ６名

新株予約権の数 　 392個

目的となる株式の種類および数 普通株式 392株

新株予約権の発行価額 無償

新株予約権の行使価額 184,718円

新株予約権の行使期間
平成25年３月１日から

平成28年９月30日まで
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　 ② 当期中に当社使用人等に対して交付した新株予約権の状況

第15回新株予約権

・ 新株予約権の発行価額 無償

・ 新株予約権の行使価額 184,718円

・ 新株予約権の行使期間 平成25年３月１日から

平成28年９月30日まで

・ 新株予約権の行使の条件
（１） 新株予約権者は、権利行使時においても、当社、当社の子会社または当社の関連会社の取締

役、監査役または従業員のいずれかの地位を有することを要する。ただし、任期満了による

退任、定年退職、その他新株予約権者の退任または退職後の権利行使につき正当な理由があ

ると取締役会が認めた場合は、この限りでない。

（２） 新株予約権者が死亡した場合、新株予約権者の相続人による新株予約権の行使は認めないも

のとし、当該新株予約権は会社法第287条の定めに基づき消滅するものとする。

（３） 新株予約権者は、その割当数の一部または全部を行使することができる。ただし、新株予約

権の１個未満の行使はできないものとする。

（４） 新株予約権者が当社、当社の子会社または当社の関連会社の取締役、監査役または従業員の

いずれの地位も有しなくなった場合、当社は、取締役会で当該新株予約権の権利行使を認め

ることがない旨の決議をすることができる。この場合においては、当該新株予約権は会社法

第287条の定めに基づき消滅するものとする。

・ 当社使用人等への交付状況

付与対象者 目的となる株式の種類および数 交付者数

当社の使用人 普通株式 471個 91名
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　(３) 会社役員に関する事項

　 ① 取締役および監査役に関する事項

地 位 氏 名 担当および重要な兼職の状況

代 表 取 締 役 社 長 前 多 俊 宏

株式会社テラモバイル 代表取締役会長
株式会社モバイルブック・ジェーピー 取締役
上海海隆宜通信息技術有限公司 董事
Jibe Mobile株式会社 取締役
MTI EMEA Ltd. Director

取 締 役 副 社 長 泉 博 史

モバイルサービス事業本部・IT部門担当
株式会社テラモバイル 取締役
上海海隆宜通信息技術有限公司 副董事長
Jibe Mobile株式会社 取締役

専 務 取 締 役 髙 橋 次 男
music.jp事業本部長
株式会社テラモバイル 取締役
株式会社フィル 代表取締役社長

常 務 取 締 役 大 沢 克 徳
music.jp事業本部副事業本部長
株式会社テラモバイル 代表取締役社長

取 締 役 清 水 義 博 CTOスマートビジネス統括部長

取 締 役 松 本 博

コーポレート・サポート本部長
株式会社テラモバイル 監査役
株式会社フィル 監査役
Jibe Mobile株式会社 監査役
MTI EMEA Ltd. Director

取 締 役 佐々木 隆 一

新ビジネス担当
ナクソス・ジャパン株式会社 代表取締役社長
株式会社モバイルブック・ジェーピー 代表取締役会長
一般社団法人著作権情報集中処理機構 代表理事

社 外 取 締 役 小名木 正 也 GMOペイメントゲートウェイ株式会社 社外取締役

常 勤 監 査 役
（社 外 監 査 役）

箕 浦 勤 公認会計士箕浦勤事務所 所長

社 外 監 査 役 和 田 一 廣 株式会社和田マネイジメント 代表取締役社長

社 外 監 査 役 中 村 好 伸 中村好伸法律事務所 所長

社 外 監 査 役 崎 島 一 彦

(注) １. 小名木正也氏は、社外取締役であり、当社は株式会社大阪証券取引所に対して、同氏を独立役員とする独立役員届出書を
提出しています。

２. 箕浦勤氏、和田一廣氏、中村好伸氏および崎島一彦氏は、社外監査役であり、当社は株式会社大阪証券取引所に対して、
各氏を独立役員とする独立役員届出書を提出しています。

３. 取締役松本博氏は、平成22年12月23日開催の第15期定時株主総会において新たに選任され、就任しています。
４. 平成22年12月23日開催の第15期定時株主総会終結時をもって任期満了により常務取締役成田透氏および取締役斎藤忠久氏

の２名が退任しました。
５. 常勤監査役（社外監査役）箕浦勤氏は、公認会計士の資格を有しており、財務および会計に関する相当程度の知見を有し

ています。
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　 ② 取締役および監査役の報酬等の額
(単位：千円)

区 分 支 払 人 員 支 払 額

取 締 役 の 報 酬 等
( う ち 社 外 取 締 役 )

10名
(１名)

212,183
(4,200)

監 査 役 の 報 酬 等
( う ち 社 外 監 査 役 )

４名
(４名)

31,425
（31,425)

(注)１. 取締役に対する報酬限度額は、平成21年12月23日開催の定時株主総会における決議により年額400,000千円、監査役に対す
る報酬限度額は、平成10年12月28日開催の定時株主総会における決議により年額50,000千円と定められています。なお、
当期における各取締役に対する報酬額は、年額2,250千円から40,884千円、各監査役に対する報酬額は、年額4,200千円か
ら17,250千円となっています。

　 ２. 平成20年12月20日開催および平成22年12月23日開催の定時株主総会において、当該取締役の報酬額とは別枠で、社外取締役
を除く取締役に対する報酬として年額40,000千円以内の範囲でストックオプションとして新株予約権を発行することを決
議しています。なお、上記支払額には、平成21年１月30日開催の取締役会決議により取締役２名に付与した新株予約権、
平成22年２月18日開催の取締役会決議により取締役７名に付与した新株予約権および平成23年１月27日開催の取締役会決
議により取締役６名に付与した新株予約権の当期費用計上額（18,218千円）が含まれています。

　 ３. 上記支払額には、当事業年度にかかる役員賞与の支払いに対する引当金繰入額（社外取締役を除く取締役33,869千円）が含
まれています。

　 ③ 報酬等の内容の決定に関する方針

当社は、以下のとおり取締役および監査役の報酬等の内容の決定に関する方針を定めています。

イ. 取締役の報酬に関する方針

取締役の報酬は、各事業年度における業績の向上および中長期的な企業価値の増大に向けて職責を負

うことを考慮し、基本報酬、基本外報酬、ストックオプションで構成しています。基本報酬およびスト

ックオプションは、各取締役の職位・役割に応じて決定し、基本報酬の一定割合は、担当部門の業績お

よび個人の業績評価等に基づいて変動します。基本外報酬は、経営環境・当事業年度の当社業績に基づ

いて決定しています。

なお、社外取締役については、当社業績により変動することのない定額報酬のみを支給することにし

ています。

ロ. 監査役の報酬に関する方針

監査役の報酬は、監査役の協議にて決定しており、当社業績により変動することのない定額報酬のみ

を支給することにしています。
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　 ④ 社外役員に関する事項

イ. 他の法人等との重要な兼職の状況および当社と当該他の法人等との関係

氏 名 重要な兼職の状況 当社との関係

小名木 正 也 GMOペイメントゲートウェイ株式会社 社外取締役 特別の関係はありません。

箕 浦 勤 公認会計士箕浦勤事務所 所長 特別の関係はありません。

和 田 一 廣 株式会社和田マネイジメント 代表取締役社長 特別の関係はありません。

中 村 好 伸 中村好伸法律事務所 所長 特別の関係はありません。

ロ. 当事業年度における主な活動状況

氏 名
取締役会（17回開催） 監査役会（14回開催）

出席回数 出席率 出席回数 出席率

小名木 正 也 16回 94.1％ ― ―

箕 浦 勤 17回 100.0％ 14回 100.0％

和 田 一 廣 15回 88.2％ 14回 100.0％

中 村 好 伸 15回 88.2％ 13回 92.9％

崎 島 一 彦 16回 94.1％ 14回 100.0％

※書面決議による取締役会の回数は除いています。

氏 名 主な活動状況

小名木 正 也
当事業年度開催の取締役会において、経営に関する高い見識に基づく適切な助言、提言等
の意見表明をおこなっています。

箕 浦 勤
当事業年度開催の取締役会および監査役会において、財務および会計に関する専門的知見
から発言をおこなっています。

和 田 一 廣
当事業年度開催の取締役会および監査役会において、経営指導に関する専門的知見から発
言をおこなっています。

中 村 好 伸
当事業年度開催の取締役会および監査役会において、法務に関する専門的知見から発言を
おこなっています。

崎 島 一 彦
当事業年度開催の取締役会および監査役会において、経営全般に関する専門的知見から発
言をおこなっています。

ハ. 責任限定契約の内容の概要

当社は、会社法第427条第１項の規定により、任務を怠ったことによる損害賠償責任の限度額を同法第

425条第１項各号の合計額とする契約を、社外取締役および社外監査役と締結しています。
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　(４) 会計監査人の状況

　 ① 会計監査人の名称

　 新日本有限責任監査法人

　 ② 会計監査人に支払うべき報酬等の額は次のとおりです。

(単位：千円)

支 払 額

当事業年度に係る報酬等の額 39,000

当社および子会社が会計監査人に支払うべき金銭
その他の財産上の利益の合計額

41,400

(注) 当社と会計監査人との間の監査契約において会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の監査報酬の額を区分してい
ませんので、上記の金額には金融商品取引法に基づく監査の報酬等の額を含めて記載しています。

　 ③ 非監査業務の内容

当社は、会計監査人に対して、公認会計士法第２条第１項の業務以外の業務である国際財務報告基準

（IFRS）導入にあたっての助言・指導を委託し、対価を支払っています。

　 ④ 会計監査人の解任または不再任の決定の方針

当社は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認められる場合には、監査役

全員の同意に基づき、監査役会が会計監査人を解任します。この場合、監査役会が選定した監査役は、解

任後最初に招集される株主総会において、会計監査人を解任した旨と解任の理由を報告します。

　また、上記の場合のほか、会計監査人の適格性、独立性を害する事由の発生により、適正な監査の遂行

が困難であると認められる場合、取締役会は監査役会の同意を得て、または監査役会の請求により会計監

査人の解任または不再任を株主総会に提案します。
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３. 業務の適正を確保するために必要な体制の整備に関する取締役会決議の内容

　(１) 職務執行の基本方針

　当社および当社の子会社（以下、「当社グループ」という。)は、「法令・社会倫理規範の遵守（以下、「法

令等の遵守」という。)」、「各ステークホルダーへの誠実な対応および適切な情報開示」、「透明性が高く、

健全な経営」、「事業活動における企業価値創造を通じた社会への貢献」を職務執行の基本方針とし、コーポ

レートガバナンスを推進します。

　この基本方針のもと、会社法および会社法施行規則に定める当社グループの業務の適正を確保するための

体制（以下、「内部統制システム」という。）を整備していきます。

(２) 取締役および使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制

　当社は、法令等の遵守を基本方針とし、コンプライアンスに関する規程を制定するとともに、コンプライ

アンス委員会の設置をおこない、当社グループのコンプライアンスに関する取り組みを推進しています。

　また、代表取締役社長所管の内部監査室では、業務の有効性・効率性の評価を中心とした業務監査活動な

らびに財務報告の信頼性確保に係る内部統制の有効性評価を実施しています。内部監査室は、当該活動状況

を代表取締役社長に報告するとともに、取締役会および監査役会ならびに被監査部門へ報告する体制になっ

ています。

　なお、コンプライアンスに関する取り組みは、コンプライアンス委員会が中心となり、当社グループの各

部門との連携により推進しています。

　法令上疑義のある行為等について使用人が直接情報提供をおこなうための内部通報窓口を設置していま

す。当社グループの役職員が法令違反の疑義がある行為等を発見した場合は、レポーティングラインまたは

内部通報窓口経由でコンプライアンス委員会および監査役会に報告する体制を採用しています。そして、報

告された内容の重大性に応じて、コンプライアンス委員会または取締役会が当社グループの各部門と連携し

再発防止策を策定し、全社的にその内容を周知徹底する仕組みとなっています。

　(３) 取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制

　取締役の職務執行に係る情報については、文書または電磁的媒体（以下、「文書等」という。）にて記録・

保存し、取締役および監査役は、常時これらの文書等を閲覧できる体制になっています。

　文書等の管理については、文書管理および情報セキュリティに関する規程ならびに関連する諸規則等に基

づき、実施される体制となっています。
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　(４) 損失の危険の管理に関する規程その他の体制

　職務執行に係るリスクは、当社の各部門および当社の子会社の権限の範囲内にてリスク分析・対応策の検

討をおこなっています。特に重要な案件や担当部門の権限を超えるものについては、当社の経営会議または

取締役会で審議し、意思決定をおこなうとともに、その後も継続的にモニタリングを実施しています。

　さらに、職務執行ならびに財務報告の信頼性に係るリスク管理およびその対応については内部監査室が監

査し、内部監査室は当該結果を代表取締役社長に報告するとともに、取締役会および監査役会に報告する体

制となっています。その他の全社的なリスク管理およびその対応についてはコンプライアンス委員会が取組

事項を検討および推進し、当該活動状況を取締役会に報告する体制となっています。

　また、リスク案件のそれぞれの評価をおこない、これに対応した当社グループ全体の管理を実行していく

ため、平成21年４月にリスク管理体制に関連する規程を制定し、当社グループ全体のリスクを網羅的・総括

的に管理する体制の整備・強化をおこなっています。

　なお、情報セキュリティの確保・維持のために、情報資産の利用と保護に関する規程を平成20年9月に制

定するとともに、情報セキュリティ委員会を設置し、当社グループの経営活動に寄与すべく情報資産の利

用・保護体制の整備・強化をおこなっています。

　(５) 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

　当社グループでは、全社的な目標として中期経営計画および各年度予算を策定し、当社の各部門および当

社の子会社は、この計画を達成するための具体的な施策を立案し、実行しています。

　当社は、定例の取締役会を月１回開催し、重要事項の決定ならびに取締役の職務執行の監督をおこなって

います。あわせて、経営効率の向上および意思決定のスピードアップを図るため、取締役および執行役員が

中心となって出席する経営会議を月に２～３回開催し、職務執行に関する重要事項について協議をおこな

い、その協議に基づいて代表取締役社長が意思決定をおこなっています。

　また、効率的な職務執行を推進するため、各取締役の担当部門および職務分担、権限を明確にした上で、

その部門が実施すべき具体的な施策を検討し、実行しています。

(６) 当社および子会社からなる企業集団における業務の適正を確保するための体制

　当社は、当社の子会社の経営意思を尊重しつつ、一定の事項については当社に報告を求め、必要に応じて

当社が当該子会社に対し助言をおこなうことにより、当社の子会社の経営管理をおこなっています。

　当社経営会議には当社の主要子会社の社長を定期的に参加させ、その経営状況のモニタリングを適宜おこ

なっています。また、当社の子会社の管理機能を当社の管理部門に集約することにより、牽制機能を強化し

ています。今後も引き続き、当社の子会社の経営管理に関する指針の文書化を進め、当社の子会社の管理体

制の整備をおこなっていきます。

　また、当社は業務の適正性を確保するために、内部監査室が業務監査活動をおこなうとともに、コンプラ

イアンス委員会および当社グループの各部門との情報交換を定期的に実施していきます。
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　(７) 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項

　監査役の職務を補助する組織として、監査補助をおこなうための監査役付の使用人を配置するとともに、

監査役会事務局を設置しています。

　(８) 前項の使用人の取締役からの独立性に関する事項

　監査役付の使用人の人事異動および考課については、事前に監査役会に報告し、了承を得ています。

(９) 取締役および使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告に関する体制

　取締役は、当社グループに著しい損害を及ぼす恐れのある事実、あるいはコンプライアンスに関する重大

な事実があることを発見した場合、直ちに監査役に報告する体制とし、使用人がこれらの事実を発見した場

合も同様とします。

　また、監査役のうち半数以上を社外監査役とし、そのうち１名以上を常勤監査役として、取締役会のみな

らず重要な会議に出席するなど、経営に対する監視機能の強化を図っています。

(10) その他監査役の監査が実効的におこなわれることを確保するための体制

　監査役会は、代表取締役社長および新日本有限責任監査法人とそれぞれ定期的に意見交換会を開催してい

ます。また、当社の各部門および当社の子会社の重要な意思決定および業務の執行状況を把握するため、監

査役は当社の各部門の長および当社の子会社の取締役・使用人等からの個別ヒアリングを定期的におこなう

とともに、稟議書等の重要文書の閲覧等をおこなっています。

(11) 財務報告の信頼性を確保するための体制

　財務報告の信頼性を確保するために、代表取締役社長の指示のもと、金融商品取引法に規定された財務

報告に係る内部統制が有効におこなわれる体制を構築し、その仕組みが適正に機能することを継続的に評価

し、不備があれば必要な是正をおこなっています。

(12) 反社会的勢力への対応

　当社グループは、社会の秩序、企業の健全な事業活動の脅威となる反社会的な団体・個人とは一切の関係

を持たず、一切の利益を供与しません。また、総務部と法務室に不当要求防止責任者をそれぞれ設置してお

り、不当要求等が生じた場合は、法務室を窓口として顧問弁護士や所轄警察署と連携して適切な措置を講じ

ていきます。

（注) 平成23年11月１日開催の取締役会において決議したものです。

― 14 ―

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2011年11月22日 11時10分 $FOLDER; 15ページ （Tess 1.40 20110126_04）



連 結 貸 借 対 照 表

（平成23年９月30日現在）

（単位：千円）

科 目 金 額 科 目 金 額

（資産の部） （負債の部）

流 動 資 産 11,470,431 流 動 負 債 5,626,307

　 現 金 及 び 預 金 3,108,759 　 買 掛 金 1,541,416

　 売 掛 金 7,633,523 　 １年内返済予定の長期借入金 200,196

　 前 渡 金 92,322 　 未 払 金 1,555,498

　 前 払 費 用 241,414 　 未 払 費 用 451,137

　 未 収 入 金 110,191 　 未 払 法 人 税 等 1,044,026

　 繰 延 税 金 資 産 614,747 　 未 払 消 費 税 等 143,613

　 そ の 他 40,407 　 コ イ ン 等 引 当 金 497,141

　 貸 倒 引 当 金 △370,934 　 役 員 賞 与 引 当 金 34,806

固 定 資 産 4,411,326 　 そ の 他 158,471

有 形 固 定 資 産 253,938 固 定 負 債 584,514

　 建 物 附 属 設 備 313,131 　 転 換 社 債 61,392

　 減 価 償 却 累 計 額 △164,298 　 長 期 借 入 金 99,118

　 工 具、 器 具 及 び 備 品 288,659 　 長 期 未 払 金 92,327

　 減 価 償 却 累 計 額 △183,553 　 退 職 給 付 引 当 金 254,522

無 形 固 定 資 産 2,338,779 　 負 の の れ ん 77,012

　 ソ フ ト ウ エ ア 2,005,421 　 そ の 他 141

　 の れ ん 313,614 負 債 合 計 6,210,822

　 そ の 他 19,743 （純資産の部）

投 資 そ の 他 の 資 産 1,818,608 株 主 資 本 9,455,371

　 投 資 有 価 証 券 643,855 　 資 本 金 2,562,740

　 敷 金 及 び 保 証 金 462,769 　 資 本 剰 余 金 3,072,920

　 繰 延 税 金 資 産 656,341 　 利 益 剰 余 金 3,819,710

　 そ の 他 66,468 そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額 32,895

　 貸 倒 引 当 金 △10,826 　 その他有価証券評価差額金 25,923

　 為 替 換 算 調 整 勘 定 6,971

新 株 予 約 権 163,897

少 数 株 主 持 分 18,771

純 資 産 合 計 9,670,935

資 産 合 計 15,881,758 負 債 純 資 産 合 計 15,881,758
（注）記載の金額は千円未満を切り捨てて表示しています。
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連 結 損 益 計 算 書

(自平成22年10月１日 至平成23年９月30日)

（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 32,342,204

売 上 原 価 7,571,844

売 上 総 利 益 24,770,360

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 21,067,962

営 業 利 益 3,702,398

営 業 外 収 益

　 受 取 利 息 215

　 受 取 配 当 金 4,125

　 負 の の れ ん 償 却 額 9,387

　 新 株 予 約 権 戻 入 益 7,456

　 そ の 他 8,327 29,512

営 業 外 費 用

　 支 払 利 息 13,636

　 持 分 法 に よ る 投 資 損 失 12,290

　 原 状 回 復 費 用 7,644

　 そ の 他 5,978 39,549

経 常 利 益 3,692,360

特 別 利 益

　 コ イ ン 等 引 当 金 戻 入 額 246,941 246,941

特 別 損 失

　 固 定 資 産 除 却 損 57,660

　 投 資 有 価 証 券 評 価 損 75,413

　 の れ ん 減 損 損 失 200,183

　 資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 27,821 361,079

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 3,578,222

　 法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 1,790,061

　 法 人 税 等 調 整 額 24,617 1,814,678

少 数 株 主 損 益 調 整 前 当 期 純 利 益 1,763,543

　 少 数 株 主 損 失 34,213

当 期 純 利 益 1,797,757
（注）記載の金額は千円未満を切り捨てて表示しています。
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連結株主資本等変動計算書

(自平成22年10月１日 至平成23年９月30日)

（単位：千円）

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

前 期 末 残 高 2,562,740 3,072,920 2,580,485 △90,624 8,125,522

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △467,908 △467,908

当 期 純 利 益 1,797,757 1,797,757

自 己 株 式 の 消 却 △90,624 90,624 －

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

－ － － － －

当 期 変 動 額 合 計 － － 1,239,224 90,624 1,329,849

当 期 末 残 高 2,562,740 3,072,920 3,819,710 － 9,455,371

その他の包括利益累計額
新株予約権 少数株主持分 純資産合計その他有価証券

評価差額金
為替換算
調整勘定

その他の包括利

益累計額合計

前 期 末 残 高 21,564 △1,590 19,973 113,865 － 8,259,361

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △467,908

当 期 純 利 益 1,797,757

自 己 株 式 の 消 却 －

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

4,359 8,562 12,922 50,031 18,771 81,724

当 期 変 動 額 合 計 4,359 8,562 12,922 50,031 18,771 1,411,574

当 期 末 残 高 25,923 6,971 32,895 163,897 18,771 9,670,935

（注）記載の金額は千円未満を切り捨てて表示しています。
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連結注記表

Ⅰ. 連結計算書類作成のための基本となる重要な事項

１. 連結の範囲に関する事項

　 連結子会社の数 13社

㈱テラモバイル、㈲MGMホールディング、㈱フィル、㈱ミュージック・ドット・ジェイピー、㈲メガモ

バイル、㈱コミックジェイピー、㈱ムーバイル、Jibe Mobile㈱、㈱リッスンジャパン、Jibe Solutions

㈱、㈱メディアーノ、MShift, Inc.、MTI EMEA Ltd.

当連結会計年度より、新たに株式を取得して子会社となったJibe Mobile㈱および㈱リッスンジャパン

ならびに自己株式の取得により議決権の所有割合が過半数を超えて子会社となったMShift, Inc.を連結の

範囲に含めています。

Jibe Solutions㈱、MTI EMEA Ltd.および㈱メディアーノについては、当連結会計年度において設立し

たため、連結の範囲に含めています。

２. 持分法の適用に関する事項

　(1) 持分法を適用した関連会社数 １社

上海海隆宜通信息技術有限公司

持分法適用会社のうち、決算日が連結決算日と異なる会社については、連結計算書類の作成に当たり、

平成23年８月31日現在の計算書類を使用しています。

　(2) 持分法を適用しない関連会社の名称

Jibe Mobile, Inc.

持分法を適用しない理由

持分法非適用会社は、当期純利益および利益剰余金等に及ぼす影響が軽微であり、かつ全体としても重

要性がないため、持分法の適用範囲から除外しています。

３. 連結子会社の事業年度等に関する事項

　連結子会社のうち、㈱リッスンジャパンおよびMShift, Inc.の決算日は、12月31日です。連結計算書類

の作成に当たっては、㈱リッスンジャパンについては、連結決算日現在で実施した仮決算に基づく計算書

類を使用し、MShift, Inc.については、連結決算日の前月末日現在で実施した仮決算に基づく計算書類を

使用しています。なお、その他の連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日と一致しています。
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４. 会計処理基準に関する事項

　(1) 重要な資産の評価基準および評価方法

有価証券の評価基準および評価方法

その他有価証券

時価のあるもの…連結決算日の市場価格等に基づく時価法を採用しています。（評価差額は全部純資
産直入法により処理し、売却原価は主として移動平均法により算定しています。）

時価のないもの…移動平均法による原価法を採用しています。

　(2) 固定資産の減価償却方法

有 形 固 定 資 産…定率法を採用しています。なお、主な耐用年数は次のとおりです。

　建 物 附 属 設 備 15～18年

　工具、器具及び備品 ３～15年

　リ ー ス 資 産…リース取引開始日が平成20年９月30日以前の所有権移転外ファイナンス・リース取
引については、引き続き通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によってい
ます。

無 形 固 定 資 産…定額法を採用しています。なお、自社利用のソフトウエアについては、自社におけ
る利用可能期間（２～５年）に基づく定額法を採用しています。

　リ ー ス 資 産…リース取引開始日が平成20年９月30日以前の所有権移転外ファイナンス・リース取
引については、引き続き通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によってい
ます。
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　(3) 引当金の計上基準

貸 倒 引 当 金…債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸
倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を
計上しています。

コイン等引当金…当社グループが提供する着うたフル®、着うた®等における『music.jp』等の会員に
付与したコイン等の使用により今後発生する売上原価について、当連結会計年度末
において将来発生すると見込まれる額を計上しています。
（追加情報）
　当社は、音楽系コンテンツにおける有料会員を中心にコインを付与しており、コ
インの使用により今後発生する売上原価の見込額を「コイン等引当金」として計上
しています。
　従来、コインには有効期限を付与していませんでしたが、平成22年５月にコイン
のルールの見直しを行い、コインに有効期限（６ヶ月）を付しました。ルール見直
し以前に会員が保有していた残コインについては、会員の利便性を図るため平成23
年２月末までの有効期限としました。当連結会計年度（第２四半期連結会計期間）
において、ルール見直し以前に会員が保有していたコインが有効期限を迎えて消滅
金額が確定したため「コイン等引当金」の取崩しを行い、「コイン等引当金戻入額」
（特別利益）を355,205千円計上しました。
　また、コインに有効期限を付与したことにより会員のコインの使用動向が大きく
変化し、コインの使用率が上昇しました。これに伴い、当社ではコイン等引当金の
算出の基礎となる使用見込率の算定方法を、従来の使用予測に基づく数式モデルか
ら使用実績に基づく集計モデルに抜本的に変更することにしました。上記のとお
り、ルール見直し以前に会員が保有していたコインが、平成23年２月末に消滅しま
したが、当該消滅コインの影響を受けていない使用実績データを一定期間入手する
ことができたことから、より使用実績に即した金額を計上するため当連結会計年度
末においてコイン等引当金の算出方法を抜本的に変更しました。従来の方法と比較
してコイン等引当金繰入額は108,264千円増加しましたが、当該増加額を上記の
「コイン等引当金戻入額」（特別利益）から控除した結果、損益計算書では「コイン
等引当金戻入額」（特別利益）を246,941千円計上しています。

役員賞与引当金…役員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき当連結会計年
度に見合う分を計上しています。

退職給付引当金…従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務の見込額
に基づき、当連結会計年度末において発生していると認められる額を計上していま
す。数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間による定額法に
より、翌連結会計年度から費用処理しています。

　(4) 重要な外貨建の資産または負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理してい

ます。なお、在外子会社および在外持分法適用会社の資産、負債、収益および費用は、平成23年８月31日

現在の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定に含めていま

す。

　(5) 消費税等の会計処理は、税抜方式によっています。

　(6) のれんの償却方法および償却期間

のれんおよび負ののれんは、その効果の発現する期間を個別に見積もり、償却期間を決定した上で均等

償却することにしています。
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５. 会計処理の変更

（資産除去債務に関する会計基準等）

当連結会計年度より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号 平成20年３月31日）およ

び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号 平成20年３月31日）を適

用しています。

これにより、当連結会計年度の営業利益および経常利益はそれぞれ7,119千円減少し、税金等調整前当期

純利益は34,940千円減少しています。

（企業結合に関する会計基準等）

当連結会計年度より、「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成20年12月26日）、「連結財

務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成20年12月26日）および「企業結合会計基準及び事業

分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号 平成20年12月26日）を適用しています。

６. 表示方法の変更

（連結貸借対照表、連結株主資本等変動計算書）

当連結会計年度より、「包括利益の表示に関する会計基準」（企業会計基準第25号 平成22年６月30日）に

基づき、「会社計算規則の一部を改正する省令」（平成22年９月30日 平成22年法務省令第33号）を適用し、

前連結会計年度において、「評価・換算差額等」および「評価・換算差額等合計」で表示していた科目は、

「その他の包括利益累計額」および「その他の包括利益累計額合計」の科目で表示しています。

（連結損益計算書）

当連結会計年度より、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成20年12月26日）に基

づき、「会社法施行規則、会社計算規則等の一部を改正する省令」（平成21年３月27日 平成21年法務省令第

７号）を適用し、「少数株主損益調整前当期純利益」の科目で表示しています。
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Ⅱ. 連結貸借対照表関係

１. 非連結子会社および関連会社に対する資産

投資有価証券 28,181千円

２. 当社においては、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行６行と当座貸越契約および貸出コミットメ

ント契約を締結しています。これら契約に基づく当連結会計年度末の借入未実行残高は次のとおりです。

当座貸越極度額およびコミットメントの総額 3,500,000千円

借入実行残高 ―千円

差引額 3,500,000千円

Ⅲ. 連結損益計算書関係

１. 販売費及び一般管理費のうち主な費目および金額は次のとおりです。

販売促進費 99,100千円

広告宣伝費 7,436,078千円

役員報酬 242,727千円

給料及び手当 3,526,947千円

雑給派遣費 681,176千円

役員賞与引当金繰入額 34,806千円

福利厚生費 511,533千円

外注費 1,300,640千円

支払手数料 3,566,442千円

地代家賃 602,687千円

賃借料 295,084千円

減価償却費 1,121,963千円

貸倒引当金繰入額 330,375千円

２. 一般管理費に含まれる研究開発費は次のとおりです。

52,207千円
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Ⅳ. 連結株主資本等変動計算書関係

１. 発行済株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式 134,388株 －株 700株 133,688株

（変動事由の概要）

減少数の主な内訳は、次のとおりです。

会社法第178条の規定による自己株式の消却による減少 700株

２. 自己株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式 700株 －株 700株 －株

（変動事由の概要）

減少数の主な内訳は、次のとおりです。

会社法第178条の規定による自己株式の消却による減少 700株

３. 新株予約権等に関する事項

回号 株式の種類 目的となる株式の数

第11回新株予約権 普通株式 560株

第12回新株予約権 普通株式 628株

４. 配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

決 議
株式の
種類

配当金の
総額
(千円)

１株当たり
配当額
(円)

基準日 効力発生日

平成22年12月23日
定 時 株 主 総 会

普通株式 467,908 3,500 平成22年９月30日 平成22年12月24日

　(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決 議
株式の
種類

配当金の
総額
(千円)

配当の
原資

１株当たり
配当額
(円)

基準日 効力発生日

平成23年12月23日
定 時 株 主 総 会

普通株式 534,752 利益剰余金 4,000 平成23年９月30日 平成23年12月26日
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Ⅴ. 金融商品関係

１. 金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針

当社は、資金運用については短期的な預金等に限定し、銀行等金融機関からの借入により資金を調達して

います。

(2) 金融商品の内容およびそのリスク

売掛金に係る顧客の信用リスクは、債権管理規程に沿ってリスク低減を図っています。また、投資有価証

券は定期的に発行会社の財政状態等を把握しています。

借入金の使途は設備投資資金（長期）であり、金利の変動リスクを回避するため固定金利により調達して

います。

(3) 金融商品に係るリスク管理体制

① 信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

当社は、経理規程および債権管理規程に従い、営業債権について、取引相手ごとに期日および残高を管

理するとともに、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っています。

② 市場リスク（金利等の変動リスク）の管理

有価証券および投資有価証券については、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状況等を把握し

ています。

③ 資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払を実行できなくなるリスク）の管理

当社は、各グループ会社からの報告に基づき管理部門が適時に資金繰り計画を作成・更新することによ

り、流動性リスクを管理しています。

(4) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価額に基づく価額のほか、市場価額がない場合には合理的に算定された価額が

含まれています。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用する

ことにより、当該価額が変動することがあります。
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２. 金融商品の時価等に関する事項

平成23年９月30日における連結貸借対照表計上額、時価およびこれらの差額については、次のとおりで

す。

なお、時価を把握する事が極めて困難と認められるものは、次表には含めていません。

（単位：千円）

連結貸借対照表
計上額

時価 差額

(1) 現金及び預金 3,108,759 3,108,759 －

(2) 売掛金 7,633,523 7,633,523 －

(3) 投資有価証券

その他有価証券 135,399 135,399 －

資産計 10,877,682 10,877,682 －

(4) 買掛金 1,541,416 1,541,416 －

(5) 未払金 1,555,498 1,555,498 －

(6) 未払法人税等 1,044,026 1,044,026 －

(7) 長期借入金 299,314 297,354 △1,959

負債計 4,440,255 4,438,296 △1,959

(注) 金融商品の時価の算定方法および有価証券に関する事項
資産
(1) 現金及び預金、(2) 売掛金

これらは、短期間で返済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから当該帳簿価額によって
います。

(3) 投資有価証券
投資有価証券は株式であり、市場性のある有価証券については、市場価額により公正価値を評価し

ています。また、市場性のない有価証券については、公正価値を見積もることが実務上困難であるた
め、「投資有価証券」には含めていません。

負債
(4) 買掛金、(5) 未払金、(6) 未払法人税等

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから当該帳簿価額によってい
ます。

(7) 長期借入金
長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で

割り引いて算定する方法によっています。
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Ⅵ. １株当たり情報関係

１. １株当たり純資産額 70,973円21銭

２. １株当たり当期純利益 13,447円41銭

※ １株当たり当期純利益の算定上の基礎は、次のとおりです。
　 当期純利益 1,797,757千円

　 普通株主に帰属しない金額 －千円

　 普通株式に係る当期純利益 1,797,757千円

　 普通株式の期中平均株式数 133,688株

Ⅶ. 重要な後発事象関係

該当事項はありません。

Ⅷ. その他の注記

（退職給付関係）

１. 採用している退職給付制度の概要

当社および連結子会社は、確定給付型の制度として、退職一時金を採用しています。

２. 退職給付債務に関する事項

退職給付債務 372,958千円

未認識数理計算上の差異 △ 118,435千円

退職給付引当金 254,522千円

３. 退職給付費用に関する事項

勤務費用 77,288千円

利息費用 2,951千円

数理計算上の差異の費用処理額 15,348千円

退職給付費用 95,588千円

４. 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

　 ① 退職給付見込額の期間配分方法

期間定額基準

　 ② 割引率

1.20%

　 ③ 数理計算上の差異の処理年数

６年～11年

（発生時の従業員の平均残存勤務期間による按分額を費用処理する方法。ただし、翌連結会計年度から費

用処理することとしています。）
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貸 借 対 照 表

（平成23年９月30日現在）

（単位：千円）

科 目 金 額 科 目 金 額

（資産の部） （負債の部）

流 動 資 産 10,853,988 流 動 負 債 5,406,777

　 現 金 及 び 預 金 2,597,778 　 買 掛 金 1,329,566

　 売 掛 金 7,562,864 　 １年内返済予定の長期借入金 200,196

　 貯 蔵 品 6,391 　 未 払 金 1,673,985

　 前 渡 金 92,026 　 未 払 費 用 409,360

　 前 払 費 用 202,549 　 未 払 法 人 税 等 1,045,641

　 未 収 入 金 107,084 　 未 払 消 費 税 等 138,833

　 繰 延 税 金 資 産 615,511 　 前 受 金 7,860

　 そ の 他 37,942 　 預 り 金 68,102

　 貸 倒 引 当 金 △ 368,160 　 コ イ ン 等 引 当 金 497,141

固 定 資 産 4,718,488 　 役 員 賞 与 引 当 金 33,869

有 形 固 定 資 産 219,281 　 そ の 他 2,220

　 建 物 附 属 設 備 312,831 固 定 負 債 353,782

　 減 価 償 却 累 計 額 △ 164,261 　 長 期 借 入 金 99,118

　 工 具、 器 具 及 び 備 品 215,733 　 退 職 給 付 引 当 金 254,522

　 減 価 償 却 累 計 額 △ 145,021 　 そ の 他 141

無 形 固 定 資 産 1,871,707 負 債 合 計 5,760,559

　 特 許 権 2,677 （純資産の部）

　 商 標 権 11,653 株 主 資 本 9,622,096

　 ソ フ ト ウ エ ア 1,855,527 　 資 本 金 2,562,740

　 そ の 他 1,849 　 資 本 剰 余 金 2,367,809

投 資 そ の 他 の 資 産 2,627,499 　 資 本 準 備 金 2,367,809

　 投 資 有 価 証 券 615,673 　 利 益 剰 余 金 4,691,546

　 関 係 会 社 株 式 868,584 　 利 益 準 備 金 7,462

　 従業員に対する長期貸付金 1,600 　 そ の 他 利 益 剰 余 金 4,684,084

　 長 期 前 払 費 用 8,221 　 繰 越 利 益 剰 余 金 4,684,084

　 敷 金 及 び 保 証 金 477,064 評 価 ・ 換 算 差 額 等 25,923

　 繰 延 税 金 資 産 656,341 　 その他有価証券評価差額金 25,923

　 そ の 他 39,245 新 株 予 約 権 163,897

　 貸 倒 引 当 金 △ 39,231 純 資 産 合 計 9,811,917

資 産 合 計 15,572,477 負 債 純 資 産 合 計 15,572,477
（注）記載の金額は千円未満を切り捨てて表示しています。
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損 益 計 算 書
(自平成22年10月１日 至平成23年９月30日)

（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 32,023,426

売 上 原 価 7,467,445

売 上 総 利 益 24,555,981

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 20,551,677

営 業 利 益 4,004,303

営 業 外 収 益

　 受 取 利 息 571

　 受 取 配 当 金 4,125

　 新 株 予 約 権 戻 入 益 7,456

　 そ の 他 6,781 18,934

営 業 外 費 用

　 支 払 利 息 12,357

　 原 状 回 復 費 用 7,644

　 そ の 他 5,945 25,947

経 常 利 益 3,997,290

特 別 利 益

　 コ イ ン 等 引 当 金 戻 入 額 246,941 246,941

特 別 損 失

　 固 定 資 産 除 却 損 54,995

　 投 資 有 価 証 券 評 価 損 75,413

　 貸 倒 引 当 金 繰 入 額 28,404

　 資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 27,821 186,635

税 引 前 当 期 純 利 益 4,057,596

　 法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 1,782,760

　 法 人 税 等 調 整 額 △920 1,781,839

当 期 純 利 益 2,275,756

（注）記載の金額は千円未満を切り捨てて表示しています。
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株主資本等変動計算書
(自平成22年10月１日 至平成23年９月30日)

（単位：千円）

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本合計
資本準備金 利益準備金

その他利
益剰余金
繰越利益
剰 余 金

前 期 末 残 高 2,562,740 2,367,809 7,462 2,966,860 △90,624 7,814,248

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △467,908 △467,908

当 期 純 利 益 2,275,756 2,275,756

自 己 株 式 の 消 却 △90,624 90,624 －

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

－ － － － － －

当 期 変 動 額 合 計 － － － 1,717,224 90,624 1,807,848

当 期 末 残 高 2,562,740 2,367,809 7,462 4,684,084 － 9,622,096

評価・換算
差 額 等

新株予約権
純資産
合計

その他有
価証券評
価差額金

前 期 末 残 高 21,564 113,865 7,949,678

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △467,908

当 期 純 利 益 2,275,756

自 己 株 式 の 消 却 －

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

4,359 50,031 54,391

当 期 変 動 額 合 計 4,359 50,031 1,862,239

当 期 末 残 高 25,923 163,897 9,811,917

（注）記載の金額は千円未満を切り捨てて表示しています。
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個別注記表

Ⅰ．重要な会計方針

１. 有価証券の評価基準および評価方法

子会社株式および関連会社株式 …移動平均法による原価法を採用しています。

その他有価証券

時価のあるもの …決算日の市場価格等に基づく時価法を採用しています。(評価差額は全部純資産直
入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定しています。）

時価のないもの …移動平均法による原価法を採用しています。

２. たな卸資産の評価基準および評価方法

貯 蔵 品 …最終仕入原価法を採用しています。（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切
下げの方法により算定しています。）

３. 固定資産の減価償却方法

有 形 固 定 資 産 …定率法を採用しています。なお、主な耐用年数は次のとおりです。

　建物附属設備 15～18年

　工具、器具及び備品 ３～15年

　リ ー ス 資 産 …リース取引開始日が平成20年９月30日以前の所有権移転外ファイナンス・リース取
引については、引き続き通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によってい
ます。

無 形 固 定 資 産 …定額法を採用しています。なお、自社利用のソフトウエアについては、自社におけ
る利用可能期間（２～５年）に基づく定額法を採用しています。

　リ ー ス 資 産 …リース取引開始日が平成20年９月30日以前の所有権移転外ファイナンス・リース取
引については、引き続き通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によってい
ます。

長 期 前 払 費 用 …定額法を採用しています。
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４. 引当金の計上基準

貸 倒 引 当 金 …債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸
倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を
計上しています。

コイン等引当金 …当社が提供する着うたフル®、着うた®等における『music.jp』等の会員に付与した
コイン等の使用により今後発生する売上原価について、当事業年度末において将来
発生すると見込まれる額を計上しています。
（追加情報）
　当社は、音楽系コンテンツにおける有料会員を中心にコインを付与しており、コ
インの使用により今後発生する売上原価の見込額を「コイン等引当金」として計上
しています。
　従来、コインには有効期限を付与していませんでしたが、平成22年５月にコイン
のルールの見直しを行い、コインに有効期限（６ヶ月）を付しました。ルール見直
し以前に会員が保有していた残コインについては、会員の利便性を図るため平成23
年２月末までの有効期限としました。当事業年度において、ルール見直し以前に会
員が保有していたコインが有効期限を迎えて消滅金額が確定したため「コイン等引
当金」の取崩しを行い、「コイン等引当金戻入額」（特別利益）を355,205千円計上
しました。
　また、コインに有効期限を付与したことにより会員のコインの使用動向が大きく
変化し、コインの使用率が上昇しました。これに伴い、当社ではコイン等引当金の
算出の基礎となる使用見込率の算定方法を、従来の使用予測に基づく数式モデルか
ら使用実績に基づく集計モデルに抜本的に変更することにしました。上記のとお
り、ルール見直し以前に会員が保有していたコインが、平成23年２月末に消滅しま
したが、当該消滅コインの影響を受けていない使用実績データを一定期間入手する
ことができたことから、より使用実績に即した金額を計上するため当事業年度末に
おいてコイン等引当金の算出方法を抜本的に変更しました。従来の方法と比較して
コイン等引当金繰入額は108,264千円増加しましたが、当該増加額を上記の「コイ
ン等引当金戻入額」（特別利益）から控除した結果、損益計算書では「コイン等引
当金戻入額」（特別利益）を246,941千円計上しています。

役員賞与引当金 …役員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき当事業年度に
見合う分を計上しています。

退職給付引当金 …従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基
づき、当事業年度末において発生していると認められる額を計上しています。数理
計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間による定額法により、翌
事業年度から費用処理しています。

５. 外貨建資産または負債の本邦通貨への換算基準

　外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理していま

す。

６. 消費税等の会計処理は、税抜方式によっています。
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７. 会計処理の変更

（資産除去債務に関する会計基準等）

当事業年度より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号 平成20年３月31日）および

「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号 平成20年３月31日）を適用し

ています。

これにより、当事業年度の営業利益および経常利益はそれぞれ7,119千円減少し、税引前当期純利益は

34,940千円減少しています。
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Ⅱ．貸借対照表関係

１. 関係会社に対する主な資産及び負債

売掛金 34,708千円

立替金 31,316千円

未払金 263,964千円

２. 当社においては、運転資金の効果的な調達を行うため取引銀行６行と当座貸越契約および貸出コミットメ

ント契約を締結しています。これら契約に基づく当事業年度末の借入未実行残高は次のとおりです。

当座貸越極度額およびコミットメントの総額 3,500,000千円

借入実行残高 ―千円

差引額 3,500,000千円

Ⅲ．損益計算書関係

１. 関係会社との主な取引高

売上高 367,187千円

広告宣伝費 4,190,583千円

外注費 143,686千円

支払手数料 205,181千円

２. 一般管理費に含まれる研究開発費は、52,207千円です。

Ⅳ．株主資本等変動計算書関係

　自己株式に関する事項

前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

　普通株式 700株 －株 700株 －株

（変動事由の概要）

減少数の内訳は次のとおりです。

会社法第178条の規定による自己株式の消却による減少 700株
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Ⅴ．税効果会計関係

　繰延税金資産および繰延税金負債の主な発生原因の内訳

（繰延税金資産）

貸倒引当金 147,330千円

賞与引当金 151,898千円

未払事業税 81,093千円

コイン等引当金 202,336千円

ソフトウエア 553,955千円

投資有価証券 159,987千円

退職給付引当金 103,590千円

その他 70,110千円

評価性引当額 △180,656千円

繰延税金資産計 1,289,645千円

（繰延税金負債）

その他有価証券評価差額金 △17,792千円

繰延税金負債計 △17,792千円

（繰延税金資産純額） 1,271,853千円
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Ⅵ．リースにより使用する固定資産関係

１. リース取引開始日が平成20年９月30日以前の所有権移転外ファイナンス・リース取引

(借主側)

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額および期末残高相当額

取 得 価 額 相 当 額 減価償却累計額相当額 期 末 残 高 相 当 額

（千円） （千円） （千円）

工 具、 器 具 及 び 備 品 19,234 16,355 2,879

ソ フ ト ウ エ ア 8,814 5,914 2,900

合計 28,049 22,269 5,779

(2) 未経過リース料期末残高相当額

１年以内 10,380千円

１年超 6,770千円

合計 17,150千円

(3) 支払リース料、減価償却費相当額および支払利息相当額

支払リース料 18,755千円

減価償却費相当額 18,130千円

支払利息相当額 624千円

(4) 減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっています。

(5) 利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相当額とし、各期への配分については、利

息法によっています。

２. オペレーティング・リース取引（借主側）

未経過リース料

１年以内 159,260千円

１年超 173,356千円

合計 332,616千円
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Ⅶ. 関連当事者との取引関係

子会社および関連会社等

属性 会社等の名称
議決権等の
所有割合

関連当事者
と の 関 係

取引の内容
取 引 金 額

(千円)
科目

期 末 残 高
(千円)

子会社 株式会社テラモバイル
直接
100.0%

役員の兼任 広告宣伝費の支払 4,189,618 未払金 228,264

(注) 取引条件および取引条件の決定方針等
１．取引条件は市場相場を勘案し決定しています。
２．上記取引は、当社と関連を有しない他の事業者と同様の取引条件によっています。

Ⅷ．１株当たり情報関係

1. １株当たり純資産額 72,168円19銭

2. １株当たり当期純利益 17,022円89銭

※ １株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりです。

　 当期純利益 2,275,756千円

　 普通株主に帰属しない金額 －千円

　 普通株式に係る当期純利益 2,275,756千円

　 普通株式の期中平均株式数 133,688株

Ⅸ．重要な後発事象関係

該当事項はありません。

Ⅹ．その他の注記

該当事項はありません。
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書 謄本

独立監査人の監査報告書

平成23年11月16日

株式会社エムティーアイ

　取締役会 御中

新日本有限責任監査法人

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 斉 藤 浩 史 ㊞

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 大 屋 浩 孝 ㊞

　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社エムティーアイの平成22年10月１日から平

成23年９月30日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株

主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。この連結計算書類の作成責任は経営者にあり、

当監査法人の責任は独立の立場から連結計算書類に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めて

いる。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によっ

て行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討することを含んでいる。当監査法人

は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、株式会社エムティーアイ及び連結子会社から成る企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及

び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
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会計監査人の監査報告書 謄本

独立監査人の監査報告書

平成23年11月16日

株式会社エムティーアイ

　取締役会 御中

新日本有限責任監査法人

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 斉 藤 浩 史 ㊞

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 大 屋 浩 孝 ㊞

　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社エムティーアイの平成22年10月１日

から平成23年９月30日までの第16期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等

変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書について監査を行った。この計算書類及びその附属明細書

の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から計算書類及びその附属明細書に対する意見

を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得

ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並び

に経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討する

ことを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業

会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要

な点において適正に表示しているものと認める。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上

― 38 ―

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2011年11月22日 11時10分 $FOLDER; 39ページ （Tess 1.40 20110126_04）



監査役会の監査報告書 謄本

監 査 報 告 書
平成23年11月17日

株式会社エムティーアイ

代表取締役社長 前 多 俊 宏 殿

　 株式会社エムティーアイ 監査役会

　 監査役(常勤) 箕 浦 勤 ㊞
　 監 査 役 和 田 一 廣 ㊞
　 監 査 役 中 村 好 伸 ㊞
　 監 査 役 崎 島 一 彦 ㊞

　当監査役会は、平成22年10月１日から平成23年9月30日までの第16期事業年度の取締役の職務の執行に関
して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いた
します。

１. 監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
　監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果について報告を受
けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め
ました。
　各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従い、取締役、
内部監査部門その他使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、取締
役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について報告を受け、必要に
応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社において業務及び財産の状況を調査いたしました。ま
た、事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制そ
の他株式会社の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施行規則第100条第１項及び第３項に
定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システ
ム）について、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じ
て説明を求め、意見を表明しました。
　子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社
から事業の報告を受けました。
　以上の方法に基づき当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書について検討いたしました。
　さらに、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するとと
もに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会
計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げ
る事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨
の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。
　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及
び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本
等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。
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２．監査の結果

　(1) 事業報告等の監査結果

一 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認め

ます。

二 取締役の職務の遂行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大な事実は認められま

せん。

三 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。

また、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の遂行についても、指

摘すべき事項は認められません。

　(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果

　 会計監査人新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

　(3) 連結計算書類の監査結果

　 会計監査人新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

以 上

(注) 当社監査役箕浦勤、和田一廣、中村好伸及び崎島一彦は、会社法第２条第16号及び第335条第３項

に定める社外監査役です。

以 上
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〈メ モ 欄〉
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〈メ モ 欄〉
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